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１ 報告時期 
 
１－１ 定期報告制度 
 東京都内においては報告対象用途、規模、報告時期等を統一的に
指定しています。 

定期報告対象建築物・建築設備等及び報告時期は、[資料 01]を参
照ください。 
 
１－２ 特定建築物定期調査報告 

「用途」、「規模」により、報告年度が定められています。 
特定建築物定期調査報告には、「初回免除」という制度があり、

報告時期は次のとおりです。 
新築・改築後は、検査済証の交付を受けた日の属する年度の翌年

度以降の２回目の報告時期から、毎年報告または 3 年毎の報告が必
要となります。 

建物用途の用途コードは[資料 01]の一覧を参照ください。 
 

用途コード 10 番台                 ✕初回免除 

検査済証 
交付年月日 

令和 6 年度 
2024.4.1.～ 

24.9.30 

令和 7 年度 
2025.4.1.～ 

25.9.30 

令和 8 年度 
2026.4.1.～ 

26.9.30 

令和 9 年度 
2027.4.1.～ 

27.9.30 
令和 3 年度 
2021.4.1.～22.3.31 報告 報告 報告 報告 
令和 4 年度 
2022.4.1.～23.3.31 報告 報告 報告 報告 
令和 5 年度 
2023.4.1.～24.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 6 年度 
2024.4.1.～25.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 7 年度 
2025.4.1.～26.3.31   ✕ 報告 
令和 8 年度 
2026.4.1.～27.3.31    ✕ 
令和 9 年度 
2027.4.1.～28.3.31     
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用途コード 20 番台                 ✕初回免除 

 
令和 4 年度 

2022.5.1.～ 
22.10.31 

令和 7 年度 
2025.5.1.～ 

25.10.31 

令和 10 年度 
2028.5.1.～ 

28.10.31 

令和 13 年度 
2031.5.1.～ 

31.10.31 
平成 30 年度 
2018.4.1.～19.3.31 報告 報告 報告 報告 
平成 31 年度 
2019.4.1.～20.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 2 年度 
2020.4.1.～21.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 3 年度 
2021.4.1.～22.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 4 年度 
2022.4.1.～23.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 5 年度 
2023.4.1.～24.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 6 年度 
2024.4.1.～25.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 7 年度 
2025.4.1.～26.3.31   ✕ 報告 
令和 8 年度 
2026.4.1.～27.3.31   ✕ 報告 
令和 9 年度 
2027.4.1.～28.3.31   ✕ 報告 

 
用途コード 30 番台                 ✕初回免除 

検査済証 
交付年月日 

令和 5 年度 
2023.5.1.～ 

23.10.31 

令和 8 年度 
2026.5.1.～ 

26.10.31 

令和 11 年度 
2029.5.1.～ 

29.10.31 

令和 14 年度 
2032.5.1.～ 

32.10.31 
平成 30 年度 
2018.4.1.～19.3.31 報告 報告 報告 報告 
平成 31 年度 
2019.4.1.～20.3.31 報告 報告 報告 報告 
令和 2 年度 
2020.4.1.～21.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 3 年度 
2021.4.1.～22.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 4 年度 
2022.4.1.～23.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 5 年度 
2023.4.1.～24.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 6 年度 
2024.4.1.～25.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 7 年度 
2025.4.1.～26.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 8 年度 
2026.4.1.～27.3.31   ✕ 報告 
令和 9 年度 
2027.4.1.～28.3.31   ✕ 報告 
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用途コード 40 番台                 ✕初回免除 

検査済証 
交付年月日 

令和 6 年度 
2024.5.1.～ 

24.10.31 

令和 9 年度 
2027.5.1.～ 

27.10.31 

令和 12 年度 
2030.5.1.～ 

30.10.31 

令和 15 年度 
2033.5.1.～ 

33.10.31 
平成 30 年度 
2018.4.1.～19.3.31 報告 報告 報告 報告 
平成 31 年度 
2019.4.1.～20.3.31 報告 報告 報告 報告 
令和 2 年度 
2020.4.1.～21.3.31 報告 報告 報告 報告 
令和 3 年度 
2021.4.1.～22.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 4 年度 
2022.4.1.～23.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 5 年度 
2023.4.1.～24.3.31 ✕ 報告 報告 報告 
令和 6 年度 
2024.4.1.～25.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 7 年度 
2025.4.1.～26.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 8 年度 
2026.4.1.～27.3.31  ✕ 報告 報告 
令和 9 年度 
2027.4.1.～28.3.31   ✕ 報告 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4



 

 

１－２ 防火設備 
用途コードにより、報告時期が定められています。 
防火設備定期検査報告には、「初回免除」という制度があり、報

告時期は次のとおりです。 
新築・改築後は、検査済証の交付を受けた日の属する年度の翌年

度以降の２回目の報告時期から、毎年報告が必要となります。 
 

検査済証 
交付年月日 

 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 
用途コード 10 番台         ✕初回免除 
2024.4.1.～ 

24.10.31 
2025.4.1.～ 

25.10.31 
2026.4.1.～ 

26.10.31 
2027.4.1.～ 

27.10.31 
用途コード 20 番台         ✕初回免除 
2024.4.1.～ 

24.12.31 
2025.4.1.～ 

25.12.31 
2026.4.1.～ 

26.12.31 
2027.4.1.～ 

27.12.31 
用途コード 30 番台         ✕初回免除 
2024.4.1.～ 

25.1.31 
2025.4.1.～ 

26.1.31 
2026.4.1.～ 

27.1.31 
2027.4.1.～ 

28.1.31 
用途コード 40 番台         ✕初回免除 
2024.4.1.～ 

24.9.30 
2025.4.1.～ 

25.9.30 
2026.4.1.～ 

26.9.30 
2027.4.1.～ 

27.9.30 
令和 3 年度 
2021.4.1.～22.3.31 報告 報告 報告 報告 

令和 4 年度 
2022.4.1.～23.3.31 報告 報告 報告 報告 

令和 5 年度 
2023.4.1.～24.3.31 ✕ 報告 報告 報告 

令和 6 年度 
2024.4.1.～25.3.31  ✕ 報告 報告 

令和 7 年度 
2025.4.1.～26.3.31   ✕ 報告 

令和 8 年度 
2026.4.1.～27.3.31    ✕ 

令和 9 年度 
2027.4.1.～28.3.31     
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１－３ 建築設備 
建築設備定期検査報告については、新築・改築後、検査済証の交

付を受けた日の翌日から起算して２年を経過する日までに初回の定
期検査報告を提出する必要があります。 
（例 1） 検査済証交付日：令和５年２月５日 
     初回報告   ：令和７年２月５日まで 
（例 2） 検査済証交付日：令和６年 10 月 17 日 
     初回報告   ：令和８年 10 月 17 日まで 
 
１－４ 昇降機等 

昇降機等定期検査報告については、検査済証の交付を受けた日の
翌日から起算して２年を経過する日までに初回の定期検査報告を提
出する必要があります。 
（例） 検査済証交付日：令和５年 12 月 23 日 
    初回報告   ：令和７年 12 月 23 日まで 

 
 
 

 
--------------------------------------------------------------------- 
関連資料 
[資料 01] 定期報告が必要な特定建築物・防火設備・建築設備・昇降機等及び報告時

期一覧 ※PDF（東京都防災・建築まちづくりセンター、日本建築設備・昇降機セ
ンター、東京都昇降機安全協議会） 

[リンク 001] 東京都防災・建築まちづくりセンターホームページ ※Web（東京都
防災・建築まちづくりセンター） 

[リンク 002] 日本建築設備・昇降機センターホームページ ※Web（日本建築設
備・昇降機センター） 

[リンク 003] 東京都昇降機安全協議会ホームページ ※Web（東京都昇降機安全協
議会） 
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２ 整理番号の取得 
 
２－１ 整理番号 

特定建築物定期調査報告、防火設備定期検査報告書の第一面には
整理番号を記入します。原則としてすべての対象建築物に付番され
る番号です。 

特定建築物と防火設備の整理番号は同一となります。 
整理番号の数字の意味は、次のとおりです。 
 
（例）０２３－４０－０００１ 
    ① － ② －  ③   
 ①：行政庁コード   ※江戸川区は 023 
 ②：用途コード    ※（例）40 は共同住宅 
 ③：建築物の個別番号 ※4 桁 
 

２－２ 整理番号不明 
整理番号が不明な場合は、江戸川区に問い合わせください。 
問合せの際は、建物名称、建物所在地（住居表示）、検査済証交

付年月日を準備し、情報提供ください。 
問合せ方法は、オンラインまたは電話を選択します。オンライン

は[R7 設備係 01]連絡フォームを利用ください。 
なお、延べ面積が１万平方メートルを超え場合は東京都が付番し

ます。窓口は東京都都市整備局市街地建築部建築企画課です。 
 

２－３ 申請書類 
整理番号が付番されていない場合の申請書類は次のとおりです。 

① 定期報告基本台帳連絡票（江都建様式 59） 
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--------------------------------------------------------------------- 
関連資料 
[資料 02] 定期報告基本台帳連絡票（江都建様式 59） 
[資料 03] オンライン申請フォーム集 
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３ 費用 
 
申請に伴う区事務手数料は設定されていません（無料）。 
申請で取得できる情報は、次のとおりです。 
 

３－１ 情報提供（整理番号） 
① 定期報告基本台帳連絡票（江都建様式第 59） 

→ 情報提供（整理番号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
--------------------------------------------------------------------- 
関連資料 
[資料 04] 情報提供（整理番号） 
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４ 申請方法の選択、流れ 
 
 情報提供（整理番号）の取得には申請が必要です。 

申請方法は、オンライン申請、郵送申請または窓口申請を選択し
ます。 

情報提供（整理番号）の受取方法も選択してください。 
詳細や各種申請手続の流れは関連資料を参照ください。 
推奨する申請手続の概要は次のとおりです。 
 
 
① 申請者 
   ▼  申請書類を作成 

オンライン申請フォームで区に送信 
② 江戸川区 
   ▼  申請受信 

申請書類の審査、付番作業 
情報提供（整理番号）を申請者に送信 

③ 申請者 
   ▼  情報提供（整理番号）受信 

 
 
 
--------------------------------------------------------------------- 
関連資料 
[資料 05] 申請手続の流れ集 
[資料 03] オンライン申請フォーム集 
[資料 06] 江戸川区役所第３庁舎１階窓口 建築指導課 
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５ 関連資料 
 

資料 01 定期報告が必要な特定建築物・防火設備・建築設備・昇
降機等及び報告時期一覧 

12 

02 定期報告基本台帳連絡票 13 
03 オンライン申請フォーム集 14-17 
04 情報提供（整理番号） 18 
05 申請手続の流れ集 19-21 
06 江戸川区役所第３庁舎１階３番窓口 建築指導課 22 
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用　　 　　　途 　　規 模 又は 階 　いずれかに該当するもの 用途
コード 報告時期

特
　
　
定
　
　
建
　
　
築
　
　
物

劇場、映画館、演芸場
・地階　・Ｆ≧３階
・Ａ＞ 200㎡
・主階が１階にないもので Ａ＞ 100㎡ ( ※ )
　[※ A ≦ 200 ㎡の場合、階数が３以上のものに限る。]

11

11 月 1日から
翌年の 1月 31日まで
（毎年報告）

観覧場（屋外観覧席のものを除く。）、公会堂、集会場
・地階　・Ｆ≧３階
・Ａ＞ 200㎡（※） 12

旅館、ホテル Ｆ≧３階かつＡ＞ 2000㎡ 13
百貨店、マーケット、勝馬投票券発売所、
場外車券売場、物品販売業を営む店舗 Ｆ≧３階かつＡ＞ 3000㎡ 14

地下街 Ａ＞ 1500㎡ 15

児童福祉施設等（注意４に掲げるものを除く。） ・Ｆ≧３階　　　　
・Ａ＞ 300㎡（※）

21

5月 1日から
10月 31日まで
（３年ごとの報告）

（令和元年、令和４年．．．）

病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。）、
児童福祉施設等（注意４に掲げるものに限る。）

・地階　・Ｆ≧３階
・Ａ≧ 300㎡（2階部分）
・Ａ＞ 300㎡（※）
　[※平家建てで床面積の合計が500㎡未満のものを除く。]旅館、ホテル（毎年報告のものを除く。） 22

学校、学校に附属する体育館 ・Ｆ≧３階 
・Ａ＞ 2000㎡ 23

博物館、美術館、図書館、ボーリング場、スキー場、
スケート場、水泳場、スポーツの練習場、体育館
（いずれも学校に附属するものを除く。） 

・Ｆ≧３階 
・Ａ≧ 2000㎡ 24

下宿、共同住宅又は寄宿舎の用途とこの表（事務所等
を除く。）に掲げられている用途の複合建築物 Ｆ≧５階かつＡ＞ 1000㎡ 28

百貨店、マーケット、勝馬投票券発売所、場外車券売場、
物品販売業を営む店舗 （毎年報告のものを除く。） ・地階　・Ｆ≧３階

・Ａ≧ 500㎡（2階部分）
・Ａ＞ 500㎡

31

5 月 1日から
10月 31日まで
（３年ごとの報告）

（令和２年、令和５年．．．）

展示場、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、 バー、
ダンスホール、遊技場、公衆浴場、待合、料理店、飲
食店

32

複合用途建築物
（共同住宅等の複合用途及び事務所等のものを除く。)

・Ｆ≧３階
・Ａ＞ 500㎡ 33

事務所その他これに類するもの
５階建て以上で、延べ面積が 2000㎡を超える建
築物のうち
Ｆ≧３階かつＡ＞ 1000㎡

34

下宿、共同住宅、寄宿舎（注意４に掲げるものを除く。）Ｆ≧５階かつＡ＞ 1000㎡ 40 5 月 1日から
10月 31日まで
（３年ごとの報告）

（令和３年、令和６年．．．）
高齢者、障害者等の就寝の用に供する共同住宅又は寄
宿舎（注意４に掲げるものに限る。）

・地階　・Ｆ≧３階
・Ａ≧ 300㎡ （２階部分） 41

防
火
設
備

随時閉鎖又は作動をできるもの
 （防火ダンパーを除く。）

・ 上記の特定建築物に該当する建築物に設けられ
るもの

・ 以下に掲げる用途Ａ＞ 200㎡の建築物に設けら
れるもの
　１  病院、診療所（患者の収容施設のあるものに

限る。）用途コード 29
　２  高齢者、障害者等の就寝の用に供する用途（注

意４）用途コード 49

前年の報告日の翌日から起算
して、おおむね 6か月から１
年の間隔を空けて、原則、以
下の期間に報告
用途コード 10番台 毎年 4月から 10月
用途コード 20番台 毎年 4月から 11月
用途コード 30番台 毎年 4月から 1月
用途コード 40番台 毎年 4月から 9月

建
築
設
備

 換気設備（自然換気設備を除く。）注意 5

上記の特定建築物に該当する建築物に設けられる
もの

毎 年 報 告
前年の報告日の翌日
から起算して１年を
経過する日まで

遊戯施設等は
６か月ごとに報告

 排煙設備（排煙機又は送風機を有するもの）
 非常用の照明装置
 給水設備及び排水設備 ( 給水タンク等を設けるもの）

昇
降
機
等

エレベーター

（ 労働安全衛生法施行令第 12条第 1項第六号に規定）するエレベーター（労働安全衛生法の性能検査を受
けているもの）を除く。 ただし、かごが住戸内のみを昇降するもの（一戸

建て、長屋又は共同住宅の住戸内に設けられた昇
降機）を除く。エスカレーター

小荷物専用昇降機（昇降機の全ての出し入れ口の下端
が当該出し入れ口が設けられる室の床面よりも 50cm
以上高いもの (テーブルタイプ )を除く。）
遊戯施設等（乗用エレベーター、エスカレーターで観光用のものを含む。）

[※平家建てで床面積の合計が　　　500㎡未満のものを除く。  ]

[ ※  平家建ての集会場で客席及び集会室の床面積の　  合計が 400㎡未満の集会場を除く。　　　　　]

注意
１　Ｆ≧３階、Ｆ≧５階、地階とは、それぞれ３階以上の階、５階以上の階、地階で、その用途に供する部分の床面積の合計が 100㎡を超えるものをいいます。
　　ただし、A ≦ 200 ㎡の場合、階数が３以上のものに限ります。
２　Ａは、その用途に供する部分の床面積の合計をいいます。
３　共同住宅（高齢者、障害者等の就寝の用に供するものを除く。）の住戸内は、定期調査・検査の報告対象から除かれます。
４　 高齢者、障害者等の就寝の用に供する用途とは、共同住宅及び寄宿舎（サービス付き高齢者向け住宅、認知症高齢者グループホーム、障害者グループホームに限る。）

並びに児童福祉施設等（助産施設、乳児院、障害児入所施設、助産所、盲導犬訓練施設、救護施設、更生施設、老人短期入所施設その他これに類するもの、養護老人ホー
ム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、母子保健施設、障害者支援施設、福祉ホーム及び障害福祉サービスを行う施設に限る。）をいいます。

５　報告対象の換気設備は、火気使用室、無窓居室又は集会場等の居室に設けられた機械換気設備に限ります。
６　用途・規模等、初回免除の考え方（新築の建築物は、検査済証の交付を受けた直後の時期については報告する必要はありません。）等については、東京都都市整備局
　　ホームページを併せて御覧ください。（http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/kenchiku/chousa-houkoku/index.html）

建築物は適切に維持保全されていますか？
廊下、階段等に物を存置すると、避難時に支障を来たします。外壁や広告板は老朽化により
落下し、思わぬ事故につながる恐れがあります。日頃の点検と定期調査を実施し、調査報告
済証を掲示しましょう。

の定期検査報告
建築設備は安全に機能しますか？
換気設備、排煙設備、非常用照明、給排水設備の事故防止のため、日頃の点検と定期検査を
実施し、検査報告済証を掲示しましょう。

の定期検査報告
エレベーター、エスカレーター等は安全ですか？
昇降機等の日常の維持保全を怠ると、エレベーターの中に閉じ込められるなどの思わぬ事故が
発生します。日常の点検と定期検査を実施し、検査報告済証を掲示しましょう。

建築基準法に基づく定期報告制度の概要

定期報告の流れ

特定行政庁
⑤ 内容審査後、報告書提出

⑦ 報告書の送付・報告済証交付

⑥ 報告書（副本）等の返送

建築物の所有者
(所有者と管理者が異なる
場合には管理者)

国又は特定行政庁が指定
する建築物、防火設備、昇
降機等及び建築設備

・一級建築士　・二級建築士
・国土交通大臣から資格者証の交付を受けた者
　 特定建築物調査員
　 防火設備検査員
　 建築設備検査員
　 昇降機等検査員
　 
　

① 調査･検査依頼

② 調査･検査結果報告

③ 報告書提出依頼

④ 報告書提出

特定建築物

建築設備

昇降機等

公益財団法人
東京都防災･建築まちづくりセンター
公益財団法人
東京都防災･建築まちづくりセンター
一般財団法人
日本建築設備･昇降機センター
一般財団法人
日本建築設備･昇降機センター
一般社団法人
東京都昇降機安全協議会
一般社団法人
東京都昇降機安全協議会

資料提供：建築物防災推進協議会

建築物の所有者・管理者・占有者は、建築物を常時適法な状態に維持するよう努めなければなりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （建築基準法第８条第１項）
特に多数の者が利用するような用途及び規模の建築物等については、一旦事故が発生すると大惨事に発展するおそ
れがあることから、より一層の安全性の確保を図る必要があります。
このため、国及び特定行政庁が指定する建築物、防火設備、昇降機等及び換気・排煙設備等の建築設備については、
所有者・管理者に委ねるだけでなく、専門技術を有する資格者に調査・検査をさせ、その結果を特定行政庁へ報告す
ることを義務付けています。　　     　　　　　　　　　　　　　　　　 　（建築基準法第12条第1項及び第3項）

また、定期報告をすべきであるにもかかわらず報告をしない場合、又は虚偽の報告を行った場合は、罰則の対象
（百万円以下の罰金）となります。　　　　　　　  　　　　　　　　　   　　　   （建築基準法第101条第1項）

の定期検査報告
防火設備が適切に閉まりますか？
防火シャッターなどの防火設備は、火災による火や煙の被害を最小限に食い止めるとともに
安全な避難を確保するための重要な設備です。防火設備の定期検査を実施し、検査報告済証を
掲示しましょう。

防火設備

の定期調査報告

定期報告が必要な特定建築物・防火設備・建築設備・昇降機等及び報告時期一覧　　　
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[資料 03]オンライン申請フォーム集 
 
１ LoGo フォーム 

LoGo フォームは、地方公共団体システム機構（J-Lis）に登録された、LGWAN-
ASP サービスです。 

区民や事業者の方々は、インターネット回線（スマートフォンやパソコン）を利
用して、電子申請サービスに登録されたサービスを利用（申請書の送付等）するこ
とができます。 

一方、区職員は、LGWAN 回線にて申請内容の確認や、内容に不備があれば差戻
しをしたり、審査の決定通知を送ったりすることができます。 

また、キャッシュレス決済や xID による本人認証等を行うことができ、幅広い電
子申請化を実施することができます。 
 
２ 各種フォーム 
 次に関連する書類の提出は、LoGo フォームで手続きできます。 

・定期調査報告（特定建築物） 
・定期検査報告（防火設備、建築設備、昇降機等） 
・長期優良住宅（長期優良住宅法） 
・低炭素住宅（エコまち法） 
・性能向上計画（建築物省エネ法） 
・省エネ基準適合判定（建築物省エネ法） 
・昇降機確認申請（建築基準法） 
上記は建築指導課設備係で事務担当しています。 
手続フォームは次のとおりです。 
なお、建築指導課では、上記以外のオンライン申請を取り扱っています。 

 
２－１ [R7 設備係 01]連絡フォーム 

建築指導課設備係と次の事項の連絡（送受信）をすることができます。 
「連絡事項（報告・通知）」、「Q&A（質問・回答）」、「資料請求、資料送付」 

 
 
以下の２－２～２－７は、本手引きでは関連はありません 
 
２－２ [R7 設備係 02]申請準備の確認フォーム 
２－３ [R7 設備係 03]書類提出フォーム（有料） 
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２－４ [R7 設備係 04]書類提出フォーム（無料） 
２－５ [R7 設備係 05]昇降機確認申請の書類提出フォーム 
２－６ [R7 設備係 06]定期報告概要書閲覧申請フォーム 
２－７ [建築指導課支払いフォーム]（（クレジットカ－ド払い専用）建築基準法に

よる確認申請・検査申請・認定申請・許可申請の受付フォーム） 
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情報提供（整理番号） 
 
 

申請（定期報告基本台帳連絡票）のありました建物について、 
整理番号を付番しましたので情報提供します。 
 

整理番号 ０２３－００－００００ 

 
 整理番号付番申請建物 

名称 ○○○○○○○○ 

所在地 江戸川区○○○○-○○-○○ 

 
 
 
 
 
 
 
 

江戸川区都市開発部建築指導課設備係 
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申請手続の流れ（整理番号付番） 1/3 
 

●（ケース 1/3）オンラインで申請 → オンラインで情報提供書類受取 
－（ケース 2/3）   郵送で申請 →    郵送で情報提供書類受取 
－（ケース 3/3）   窓口で申請 →    窓口で情報提供書類受取 

 
 

① 申請者 
   ▼   申請書類を作成 

[R7 設備係 01]連絡フォームに申請書類をアップロード、 
区に送信 

        
② 江戸川区（設備係） 

   ▼   申請書類の受付 [※A] 
申請書類の審査、補正依頼 

 
③ 申請者 

▼   補正依頼の対応 
 

④ 江戸川区（設備係） 
   ▼   補正の是正確認、審査完了、付番作業、 
       情報（整理番号）提供書類を申請者に送信 [※B] 

 
⑤ 申請者 

▼   情報（整理番号）提供書類の受信、内容確認 
 
 
※AB：標準処理期間（A～B） 
    7 日。補正依頼、対応がある場合は、それに費やした日数が追加。 
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申請手続の流れ（整理番号付番） 2/3 
 

－（ケース 1/3）オンラインで申請 → オンラインで情報提供書類受取 
●（ケース 2/3）   郵送で申請 →    郵送で情報提供書類受取 
－（ケース 3/3）   窓口で申請 →    窓口で情報提供書類受取 

 
① 申請者 

   ▼   申請書類を作成 
区に郵送 
通知書類受取用郵送資材を区に郵送 [※1] 
 

② 江戸川区（設備係） 
   ▼   申請書類の受付 [※A] 

申請書類の審査、補正依頼 
 

③ 申請者 
▼   補正依頼の対応 

 
④ 江戸川区（設備係） 

   ▼   補正の是正確認、審査完了、付番作業 
       情報（整理番号）提供書類を申請者に郵送 [※B] 

 
⑤ 申請者 

▼   郵送物の受取、内容確認 
 
 
※AB：標準処理期間（A～B） 
    7 日。補正依頼、対応がある場合は、それに費やした日数が追加。 
※1：費用は申請者負担です。 
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申請手続の流れ（整理番号付番） 3/3 
 

－（ケース 1/3）オンラインで申請 → オンラインで情報提供書類受取 
－（ケース 2/3）   郵送で申請 →    郵送で情報提供書類受取 
●（ケース 3/3）   窓口で申請 →    窓口で情報提供書類受取 

 
① 申請者 

   ▼   申請書類を作成 
区役所窓口③（建築指導課設備係） 
申請書類の提出 
 

② 江戸川区（設備係） 
   ▼   申請書類の受付 [※A] 
       申請書類の審査、補正依頼 

 
③ 申請者 

▼   補正依頼の対応 
 

④ 江戸川区（設備係） 
   ▼   補正の是正確認、審査完了、付番作業、 

情報（整理番号）提供書類準備完了を申請者に連絡 [※B] 
 
⑤ 申請者 

▼   区役所窓口③（建築指導課設備） 
    情報（整理番号）提供書類の受取、内容確認 

 
 
※AB：標準処理期間（A～B） 
    7 日。補正依頼、対応がある場合は、それに費やした日数が追加。 
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[資料 06] 
江戸川区役所第三庁舎 1 階 建築指導課 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 上図は区ホームページから抜粋 
 

設備係 

調査係 

22



 

 

６ 関連資料（リンク） 
 
 

 [リンク 001] 
東京都防災・建築まちづくりセンターホームページ 
※Web （東京都防災・建築まちづくりセンター） 

 
 

[リンク 002] 
日本建築設備・昇降機センターホームページ 
※Web（日本建築設備・昇降機センター） 

 
 

 [リンク 003]  
東京都昇降機安全協議会ホームページ 
※Web（東京都昇降機安全協議会） 
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電子版は、江戸川区ホームページの該当項目を参照ください。 
 

江戸川区ホームページ＞まちづくり・環
境＞建築に関すること＞定期報告・維持
管理・液状化・事故報告＞特定建築物等
の定期報告  

 
 
 
 
                                 
 

定期報告初回提出の手引き（令和 7 年４月） 
 

江戸川区都市開発部建築指導課設備係 
電話：03-5662-0749 
 

                                 
 
 
 
 
 
 

初版：令和 7 年 4 月 
改定：令和－年－月 
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